
集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援
に関する検討会の進め方

避難勧告・指示、避難行動
マニュアルの整備

高齢者等災害時要援護者の
避難支援ガイドラインの策定

新潟県及び福井県において内閣府、消防庁等による現地調査を実施

現地調査(8/26・27)

　有識者、地方自治体等からなる検討会を設置し、
A　避難勧告・指示、避難行動マニュアル関係
　・　判断に必要な情報のあり方（活用できる情報とその精度等）
　・　避難勧告・指示の判断基準のあり方（河川等の状況レベルと警戒、避難準備、避難、
　　解除等）
　・　避難勧告・指示の準備のための注意情報の提供
　・　防災関係機関内の情報伝達体制も含めた危機管理体制のあり方
　・　報道機関との連携も含めた、住民への迅速・確実な伝達手段
B　高齢者等災害時要援護者の避難支援ガイドライン関係
　・　先進事例等の調査研究
　・　高齢者等災害時要援護者の救援プランや、情報活用の仕組み
等について検討

検討会

マニュアル取りまとめ ガイドライン取りまとめ

第１回　10/7　関係省庁現地調査結果、課題・論点説明等
第２回　11/24　廣井座長等による現地調査結果、自治体
　　　　　における高齢者等避難支援の現状等
第３回　12/13（予定）　避難勧告等の判断に必要な情報の
　　　　　あり方、骨子案
第４回　３月頃（未定）　ガイドライン・マニュアル案
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